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□　a.期待以上

■ b.期待どおり

□　c.やや下回る

□　d.期待以下

　最終予算額　 （Ａ) 国庫・県単

　決　算　額 （Ｂ) 実施方法

Ｂ(H21はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費　  （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H21はA)＋Ｃ）

　□　余地なし ■　当面余地なし □　余地あり

　□　余地なし □　当面余地なし ■　余地あり

　□　余地なし ■　当面余地なし □　余地あり

事業内容
①高性能林業機械等の導入に対する補助（補助率：【国】4～5/10）
②高性能林業機械オペレータ養成事業（補助率：【国】1/2、【県】1/2）

実施期間 H16 根拠法令等 森林・林業・木材産業づくり交付金実施要綱、森林づくり指針

【課題の特定（事業の実施により解決しようとする課題は何か）】

　高性能林業機械等の導入とオペレータの育成を支援する必要がある。

事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

事業の
目　的

　林業機械の導入とオペレータを養成することにより、計画的な搬出間伐の実行、林業就労者の労働安全性の向上を図る。

【現状（事業の目的との間にどのようなギャップがあるか）】

　搬出間伐を進めるために高性能林業機械等の導入を推奨しているが、小規模な事業体では導入が進んでいない。

【原因分析（ギャップが発生している原因は何か）】

　総じて林業事業体の規模は小さく、木材価格の状況から、高価な林業機械の導入など設備投資に充てる利益を生み出すこ
とは難しい。

事業の
必要性

2,428 3,646

千円 39,559 63,450

補助金：59,736
旅費：58

（Ｈ21への繰越額：11,325）

0.38

2,717

48,351

59,804 ― 補助・直接

405 405 405 歳出節別
内訳等

（単位：
　　千円）

0.34 0.51

20年度 21年度（当初） 20年度の概要

千円 37,131 71,804 45,634 国庫・県単

19年度

・「信州の森林づくりアクションプラン」により、間伐計画量
を明らかにするとともに、「森林づくり県民税」により実行費
用の裏付けをしたことにより、間伐実施面積及び搬出面
積は着実に増加しており、事業ニーズは増加している。
・小規模林業事業体の連携による経営規模拡大により、
高性能林業機械の導入を推進する必要がある。

  ■　増加 □　横ばい □　減少

左記以外の20年度の実績

高性能林業機械等導入台数 8(5)<124> 10(7)<134> 10(8)<142> 注）機械等の導入台数には一般の林業機械を
含み、（　）書きは高性能林業機械導入台数、
また<  >書きは高性能機械の累計台数32 20

搬出間伐実績 4,400

20年度

3,699 4,519

21年度（予定）19年度

29

内線

E-mail
高性能林業機械導入推進事業

中期総合計画主要施策番号 担
当
課

3240

ringyo@pref.nagano.jp

成
果
と
達
成
状
況

事業の目指す成果 達成度（期待どおり）の判定基準（H20) 達成状況 評価

高性能林業機械を導入して、計画的な
搬出間伐を推進する。
　①平成27年度までに高性能林業
　　機械導入台数を180台とする。
　②平成27年度の搬出間伐面積を
　　6,000haとする。

①高性能林業機械導入台数を延べ137
台とする。

②搬出間伐面積を4,000haとする。

①高性能林業機械の導入台数目標
H20…137台に対して137台となり、目標
達成に向けて期待どおりの成果が得られ
た。
②搬出間伐面積の目標
H20…4,000ha対して4,519haであり、目
標達成に向けて成果が得られた。

平成21年度事務事業評価シート （20年度実施事業分）

2-04 林務部　信州の木振興課部・課事業番号
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区　　分 単位

人

千円

事　業　名

37,131

事
業
実
績

内　　容 単位

ha

高性能林業機械研修受講者数

千円

千円

　概　算
　人件費
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区　分 判　定　・　説　明

事業のニーズの変化

県の関与を見直す余地

有効性を高める余地

効率性を高める余地

課題の総括
・小規模事業体の協業化など業務連携を進め、高性能林業機械の導入を推進する必要がある。
・当面の間は、林業労働財団が行っている高性能林業機械レンタル事業を拡充することにより、搬出間伐を進めるこ
とが必要となっている。

判
定
の
説
明


